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研究成果の概要：  

企業・従業員間の関係は、情報化社会・知識社会への移行に伴い急速に変化しており、紛争

内容も質的に変化し増加しているが、企業内での紛争調整に関して、今回の研究で次の点が明

らかになった。すなわち、従来からの画一的な調整のあり方のみでは、将来に亘って効率良く

調整できるとはいえず、これまでの調整システムに加えて個別的な調整システムが必要である

点、また、従来からの集団・個人間の調整規範である有利原則否定のルールは改め、少なくと

も一部において肯定する必要がある点、加えて、新たな調整システムとして、従来の集団的交

渉・調整システムではなく中立的機能を重視した調整システムの検討が必要である点等である。 
 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 600,000 0 600,000 

２００７年度 700,000 210,000 910,000 

２００８年度 200,000 60,000 260,000 

年度    

  年度    

総 計 1,500,000 270,000 1,770,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード：社会学、経営学、社会法学、民事法学、ＡＤＲ、法社会学、労使関係、労働法 
 
１． 研究開始当初の背景 

本研究も含めた研究全体のテーマは、「個
別的労使関係の研究」で、その中で本研究は、
「新時代にふさわしい、企業・従業員間およ
び職場における個人間の新たな調整システ
ム構築の研究」である。本研究の背景には、
企業・従業員間の関係が、急速に変化してい
る現在、これまでに見られなかった問題が事
前調整できずに多数発生しているように、既
存の調整システムが効果的には機能しなく

なってきたことがある。そのため新たな調整
システムの構築が必要になっている。 

この問題は、関係変化が起因となって生じ
ているが、具体的には、「企業・従業員間お
よび個人間の調整のあり方」として現代社会
に表出している。    

一例を挙げれば、企業外では労働組合では
なく個人が提訴する紛争処理件数の顕著な
増加がみられるし、同様に企業内においても
企業・従業員間および従業員同士のトラブル
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件数の増加がみられる。これらの背景には、
企業と従業員との関係において、個人の位置
づけ・重要性が高まってきたことがあり、こ
れに対応できる効果的な調整システムが必
要となっている。 
 
２． 研究の目的 

本研究は、ポスト工業化社会に適合しなく
なった、企業・従業員間の関係調整システム
を、いかに新時代の社会で効果的に機能する
調整システムに生まれかわらせるか、の研究
で、この研究の特徴は集団的労使交渉による
関係調整ではない新たな関係調整システム
の研究である。 

個々の取り組みとしては、(1)企業内での
「企業・従業員間における関係変化および従
業員間の関係変化」の状況についての調査、
および、(2)「新たな調整システム」の研究
として、これからの社会で求められる調整シ
ステムについての調査・研究、である。 

なお、わが国の企業・従業員間の調整にお
ける法規範は、労組法１６条等に強く影響を
受けているため、この規範のあり方について
も言及する。 
 
３． 研究の方法 
（１）全体の構成 

次の２つのステップを通して研究を行っ
た。（第１ステップの結果を踏まえて第２ス
テップの調査研究を実施した。）それぞれ次
の通りである。 
（第１ステップ） 
① 従業員・企業間の調整実態についての研究。 

これは、調整システム改革の基礎的な調査
である。 

② 従業員・企業間の効果的調整における対象  
者カテゴリーについての研究。 
これは、従来の画一的な調整対象者カテゴ
リーの改革に関する基礎的な調査である。 
 

（第２ステップ） 
“当事者間で交渉度の高い”グループ＝研究
者／技術者等、について、調整方法と現行制
度（企業内制度・法制度）との関係、調整方
法とモラールとの関係および苦情の解決状
況などの研究で、同カテゴリーにおける具体
的な改革についての調査研究である。 
 
（２）質問紙票調査の概要 

研究目的を達成するために、上記ステップ
ごとに質問紙票による調査研究を行った。具
体的調査方法は、次のとおりである。 なお、
これらの調査に先駆けて、２００２年に同種
の調査をしており、今回の研究においては、
同調査結果との比較分析も行った。 
 
 

①  「（企業調査）企業と個人間のトラブル状
況及びその解決方法に関する調査（2007
年）。東証１部、大証１部、ジャスダック、
マザーズ、ヘラクレスに上場している企業
から無作為に抽出した企業７００社に対
し、２００７年８月時点で実施した調査。
調査内容は、「人事労務管理の状況」（制
度改定状況、コミュニケーション状況、企
画・開発・技術・研究要員に関する処遇・
企業風土）、「改善要望・苦情の状況・処
理方法」等である。 

②  「（社員調査）企業と個人間のトラブル状
況及びその解決方法に関する調査（2007
年）。２００７年社員

．．
調査は、２００７年

企業調査の対象となった企業で働く社員
を対象に、企業調査の対象企業に社員ア
ンケート票を各１部送付し、当該企業か
ら社員に配布して実施した調査。 

③  「（ケーススタディ）企画
．．

・開発
．．

・技術
．．

・
研究者
．．．

への調査（2008 年）。これまで研
究代表者が人事制度構築あるいは人事制
度運用等に関わった企業から複線型人事
制度の導入が進んでいない１２社を選び、
２００８年８月時点で、研究・技術・企
画などの職務に就く社員を対象に留置き
法により実施した調査。 

④ 「産業競争力強化に向けた雇用関係の在
り方に関する調査（2002 年）。２００２
年３月時点で、東証１部、同外国部、同
マザーズ、ナスダック・ジャパンに上場
している１６０１社から、電話調査によ
り調査対象の「技術者・研究者」を雇用
している企業７９７社に絞込み、実施し
た調査。 
 

４． 研究成果 
本研究は、企業内の紛争関係を、人間

関係論、法的関係、および個別的・集団
的労使関係論等から詳細に分析し、新た
な調整システムを研究したもので、同様
の調査研究は他には少ない。特に、本研
究のように個別的労使関係の視点から
の調査研究は少なく、新しい視点から調
整のあり方を分析している。具体的調査
内容については以下の通りである。 

（１）２００７年調査結果のポイント 
①現在わが国は、国際的コスト競争の現実に 

直面しながら、あらゆる関係が変容してい 
るが、調査結果から、２つの流れに分岐し 
て同時並行的に進行していることが分か 
った。すなわち、競争原理に基づく新自由 
主義的規範と共同体的規範の２つの規範 
である。 

②「従業員・企業間および従業員同士の調整」
のあり方は、その特性から２つのグループ
（「当事者間で交渉の度合いが高い」グル
ープ：研究者・技術者など、と「当事者間



 
 

であまり交渉の余地がない」グループ：生
産オペレーターや一般事務職など）に分類
でき、効果的調整を考える際の前提条件に
おいても、また具体的調整方法においても
両者は同一ではなく、区分して議論するこ
とが必要であることが分かった。 

③ 調査結果で両者に共通している特徴をひ
とつ挙げると、調整のあり方（相談窓口等）
は、トラブル内容、当事者の立場により異
なる（図：2007年企業調査 Q15苦情への
対応）とともに紛争解決の程度に影響を与
えている点、があった。また、前者の特徴
をひとつ挙げると、職種別の人事制度が個
人のモラール向上に（仕事を通して）寄与
している点、があった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）２００７年調査結果の概要 
 ２００７年社員調査結果（事務職 77.4％）
（企画・研究業務に携わる者に関わる調査を
含む）で、その他の留意すべき点をいくつか
挙げると、次のとおりである。 
① 改善要望・不満・苦情の解決状況は、社員

サイドでは、「解決していない」との認識
の方が多い。また、仕事のモラールが高い
社員は、解決度も高い傾向がある。問題解
決には、直属の上司が重要な位置づけにあ

る。 
② 改善要望の解決程度が高いと感じている

社員は、相談先に直属の上司以外を選択し
ているケースは少なく、解決程度が低いと
感じている社員は相談先に直属の上司以
外を選択しているケースが多い傾向があ
る。 

③ 仕事への意欲（モラール）が高い社員は、  
改善要望の解決程度が高い傾向がある。 
改善要望の解決程度が低い社員は、仕事に
やりがいを感じていない傾向がある。 

④ 仕事への意欲（モラール）が高い社員は低
い社員に比較して、最近３年間の改善要望
等が減少している傾向がある。 
仕事への意欲（モラール）が高い社員は低
い社員と比べて、最近３年間の改善要望等
の上司への相談は少ない傾向がある。 

⑤ 苦情等の動向について、最近１年間の潜在
および顕在化した改善要望・不満・苦情の
内容は、仕事の内容、上司の職場管理、労
働時間（残業も含む）、人事考課、賃金（月
例給与・賞与など）などが多い。 

⑥ 未解決理由を要因別にみると、経営層に問
題がある、とする人が最も多く、次いで、
上司に問題がある、問題解決の制度やルー
ルに問題がある、申し出てもムダと思う、
が続いている。また、経営層や上司が問題
として認識しているか否かをみると、問題
を認識しているにも関わらず問題解決に 
消極的であるケースが多い傾向がある。 

⑦ 改善要望・不満・苦情の相談窓口は、直属
の上司とする回答者が最も多く、次いで、
同僚（先輩・後輩社員を含む）、である。
なお、人事労務担当者とする回答は少ない。 

⑧ 改善要望・苦情処理の方法は、面接による
調整が中心であるとともに、制度化されて
いない方法で解決している、との認識であ
る。 

⑨ 改善要望・不満・苦情の処理制度の有無は、
上司・人事労務担当による面接制度が最も
多く、続いて、従業員意識調査、使用者と
労働組合との団体交渉、労使協議会、管理
職と従業員との職場懇談会、である。 

⑩ 制度ごとにその有効度を聞くと、上司・人
事労務担当による面接制度が有効である
とする回答者が多い。 

⑪ 苦情処理の取り組み方は、制度化されてい
．

ない
．．

方法で解決しているとの認識である。 
⑫ 苦情事例別の処理方法をみると、苦情の性

質によって相談先は異なる。また、労組の
在る企業では、面接などの場を持つ割合が
高い。 

⑬ 苦情の性質によって相談先は異なるが、苦
情の相談先別苦情事例別にみると、組合・
従業員代表に相談する、を第１位としてい
る事例は、事例４：リストラへの苦情、で
ある。一方、同僚・人望ある社員に相談す

 



 
 

る、を第１位としている事例は、事例２：
残業手当への苦情、事例３：いじめへの苦
情、事例５：企画要員等の苦情、で、第２
位で挙がっているのは、業績給制度への苦
情、である。なお、相談しない、が第１位
になっているのは、事例１：業績給制度へ
の苦情、事例５：企画要員等の苦情、であ
る。 

⑭ 苦情事例全体を通して、その解決方法（ど
こに相談するか）をみると、同僚・人望あ
る社員を交える、が最多で、次いで、中立
的第三者を交える、組合・従業員代表を交
える、である。なお、相談しないも多い。 

⑮ 労働組合等が在る企業では、そうでない企
業と比べて、苦情も言える上司との面接の
場を設ける傾向がある。 

⑯ 労働組合の在る企業の社員は、そうでない
企業と比べて、労組を利用して残業手当の
苦情を解決する傾向がある。 

⑰ 労働組合等が在る企業は、そうでない企業
と比べて、人事制度実績主義改革時の話合
いの場を持つ傾向がある。 

⑱ 今後どのような制度・仕組みが必要かにつ
いて、複数回答をその親密度により、調整
方式のカテゴリーに分類すると、「制度先
行の調整方式」と「話合い重視の調整方式」
の２つに大きく分類できる。 

 
なお、２００７年企業調査結果の内、企

画・研究業務に携わる者に関わる調査結果に
ついては次の通りである。 
① 業績主義が浸透しているものの、それと同

程度には個人単位による雇用管理は浸透
していない。 

② 業績主義とはいっても集団的な業績主義
が根強い。 

③ しかし、業績主義が徹底している企業では、
個人単位の制度が浸透している。 

④ 業績主義の程度が強い企業では、個人を重
んじる企業風土の傾向があり、賃金賞与が
個人実績で決定される傾向がある。 

⑤ 企画・開発・技術・研究者の人事処遇制度
が他の職種と異なる企業では、企画・開
発・技術・研究者の賃金賞与が個人実績で
決定される傾向がある。 

⑥ 特に社員調査に、企画担当者および研究者
等に関する苦情事例別の相談先をみると、
同僚・人望ある社員に相談する、が最も多
く、事例２：残業手当への苦情、事例３：
いじめへの苦情、と最多の相談先が同じで
あった。相談しない、が第１位になってい
るのは、企画・研究の事例と業績給制度の
事例、であった。企画要員等の苦情は、リ
ストラの事例のように、組合・従業員代表
に相談する、が最多でない。すなわち、現
時点では、企画要員等の苦情は、構造的な
問題としては処理されてはおらず、一方で

個別的調整システムが未整備である。 
 
（３）２００８年調査結果のポイント 

２００７年調査結果で紛争調整のあり方
が、“当事者間での交渉度が高い”グループ
＝研究者・技術者等、と“当事者間であまり
交渉の余地がない”グループ＝生産オペレー
ター・一般事務職等、に２分類された点を踏
まえ、“当事者間で交渉度の高い”グループ
＝研究者／技術者等、について、調整方法と
現行制度（企業内制度・法制度）との関係、
調整方法とモラールとの関係および苦情の
解決状況などについて質問紙票による調査
を行った。 

２００８年調査における分析で、特に、次
の３点が重要であった。 
 
① 研究者・技術者の個別化（researchers/engineers’  

individualization）が進展している。すな
わち、研究者・技術者では、事務営業職と
異なり、業績主義の浸透と個人尊重の文化
が同時に進行している（表１）。 

表表表表----1.1.1.1.        
2008 年調査 業績主義浸透と個人重視の比較   

Q1-1 業績主義浸透（n=68）Q1-2 個人尊重（n=68） 

M SD M SD 
p 

2.66 1.087 2.76 0.900 .382 

ｐ＞.10     

 
② 研究者・技術者にも、業績主義が浸透して

はいるものの、自分の年収が自分の実績
により決定されているとは思っていない
（表２）。 

表表表表----2.2.2.2.        
2008200820082008 年調査年調査年調査年調査    業績主義業績主義業績主義業績主義とととと個人実績反映個人実績反映個人実績反映個人実績反映のののの比較比較比較比較    

Q1-1 業績主義浸透（n=68）Q1-7 個人実績の反映
（n=68） 

M SD M SD 
p 

2.66 1.087 3.18 1.145 .000 

ｐ＜.01     

 
③ 効果的な対立調整が研究者・技術者のモラ

ールの保持に貢献している（表３）。 
表表表表 3    モラールモラールモラールモラール 2007 とととと 苦情苦情苦情苦情のののの増減増減増減増減 ののののｸﾛｽｸﾛｽｸﾛｽｸﾛｽ表表表表 

  Q12増減 

Q6-6 

ﾓﾗｰﾙ 
 
1かなり

増加 2 増加 

3変化

なし 4 減少 

5かなり

減少 

6 無回

答 

合

計 

1.高くなった  0 5 6 9 1 1 22 
         

2.どちらとも 

言えない 

 
1 3 12 0 0 2 18 

         

3.低くなった  2 4 3 2 0 0 11 

合計  3 12 21 11 1 3 51 

（注）p=.007 by Fisher’s Exact Test (expanded). 
 
 

④ ２００８年調査結果から、“当事者間での
交渉度が高い”グループ＝研究者・技術者
等に関わる現在の調整システムは、集団的



 
 

合意を中心とした合意システムに偏り過
ぎており、研究者・技術者が個別化してい
る現状を踏まえると今後変革されなけれ
ばならない点が指摘できる。 

なお、具体的施策は次項“（４）２００
８年調査結果概要・政策的課題”の通りで
ある。 
 

（４） ２００８年調査結果概要・政策的課題 
① 研究者／技術者は、事務職等と異なり、個別
化（individualization）が進行している。 

② 研究者／技術者は、集団的調整システムより
個別的調整システムを望んでいる。 

③ 労働組合の集団的交渉システムは、研究者／
技術者特有の問題の解決には効果的ではない。 

④ 有利原則は、研究者／技術者の特有の問題に
ついては、一部肯定されるべきである。 

⑤ 研究者／技術者は、労働組合による問題解決
より中立的第３者による解決方法を望んでい
る。 

⑥ 研究者／技術者においても紛争解決度が高い
とモラールも高い。 

⑦ 研究者／技術者の特有の問題の解決において
も、Dual Coordination System（インフォー
マルな 解決方法とフォーマルな解決方法）の
重層的問題解決システムが必要である。 

 
（５）総 括  
“当事者間であまり交渉の余地がない”グ

ループ＝生産オペレーター・一般事務職等、
および“当事者間での交渉度が高い”グルー
プ＝研究者・技術者等、と企業との紛争を調
整するには、新時代に適合する調整・交渉制
度（システム）構築が不可欠で、従来からの
集団的労使関係によるサポートだけではな
く、新たなサポート方法とそれを支える制度
が必要になっている。 

すなわち、これまで企業別集団主義の中で、
あらゆる問題を調整してきたわが国の同質
的な社会・企業制度は、知識・情報化社会に
おいては、従業員個々あるいは従業員カテゴ
リー（層）の特徴に配慮した調整システムへ
の転換が必要な段階に差し掛かっている。 

特に、技術者・研究者や企画担当者等が、
本質的には個別化していることを踏まえる
とこれらの従業員カテゴリー（層）にも有効
な調整システムが求められ、これまでの集団
的調整ルールのみではなく、個別的な調整が
できるルールが必要である。例えば、業績の
ある技術者・研究者等には有利原則を肯定す
るといった見直しや、調整方法としての中立
的第三者機能の導入、そして複線型人事管理
制度の導入による調整、など新たな取り組み
が必要である。 

急速に知識・情報化社会へ移行し、企業・
個人間の関係が変化している現在、企業・従
業員間の関係をよりスムーズにするには、こ

れまでの調整システムである日本的集団主
義的調整システム（Model of Collective）か
ら 、 こ れ に 個 別 的 モ デ ル （ Model of 
Individual）を加えた日本的集団個別主義的
調整システム（New Japanese Collective 
Individual Model）への質的転換（制度のパ
ラダイム・シフト）が必要である。すなわち、
これまで指摘したように知識・情報化社会に
適合できる新たな日本型調整システムが求
められているのである。 
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